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2020～2021年各月の昼間滞在人口を2019年
同月との対比で推移を見ると、2020年6月以降休
日・平日とも昼間滞在人口は緩やかな回復傾向にあ
ることがわかる。しかし、休日の方が変動が大きく回
復の勢いがやや弱い。また、2021年1月7日の第2回
緊急事態宣言は、当初は休日の滞在人口に影響を
与えたが、平日はほとんど影響を受けていない。

次に、大宮区全体の休日昼間滞在人口のFrom-
Toデータをもとに、2019年同月比の推移と居住地
別寄与度を示した。対象エリアが広いため2019年
同月比は大宮駅周辺エリアと異なるが、波形は似

通っている。寄与度の合計が2019年同月比の増減
率（実線）となる。大宮区内住民の滞在人口が増え
た反面、区外からの減少は大きく、特に県外からは
2021年後半になっても戻りが遅い。大宮駅周辺エリ
アの状況を色濃く反映していると思われる。

② 浦和駅周辺エリア
JR浦和駅の北側（ﾒｯｼｭID:53396532）及び南側

（同53396522）のエリアで、伊勢丹浦和店、浦和
PARCOなどがある。
このエリアの休日の昼間
滞在人口の2019年平均は
54,328人で、最も減少した
2020年4月は2019年平均
に対して-27.6％であった。
平日昼間の2019年平均

は46,283人で、2020年4
月は2019年平均に対して
-8.0％にとどまり、6月以降
は2019年平均を上回っている。

はじめに
「人出が先週と比較して何％増加した」という報
道は人流データに基づく情報である。コロナ禍で
人々の動きが変わったこと、多種多様なデータを活
用するデータビジネスの広がりなどにより、位置情報
の活用機会が拡大している。本稿では、全国の人流
オープンデータ（国土交通省）を用いてコロナ禍にお
ける埼玉県内の人流の変化を振り返ってみたい。

大きく影響を受けたエリア
使用したオープンデータの滞在人口は、Agoop社

が作成した換算人口値（注）に基づく1か月間における
1日あたりの平均値である。

2019年同月比の昼間滞在人口では、休日は第2
回緊急事態宣言による落ち込みがあったものの、宣
言解除後は2019年の水準を取り戻している。
平日は2020年6月以降、2019年同月を上回って
増加傾向にある。居住地の性格が強い地域はステ
イホームによる滞在人口増加の寄与度が大きいと
考えられる。浦和区全体のFrom-Toデータでは、
第1回の宣言以降、平日の昼間滞在人口は区外から
の寄与度が(－)でも、区内が増加したことで2019年
同月比(+)を維持している。浦和駅周辺エリアは、区
内からの誘引を伴って平日の滞在人口を増加させた
と推測される。人流の範囲が近隣主体の様相を強
めている。

③ 本川越駅周辺エリア
西武鉄道本川越駅（ﾒｯｼｭID：53396398）及び北
側（同53397308）のエリアで、時の鐘や蔵の街並み
などの観光施設、クレアモールなどがある。
このエリアの休日の昼間滞在人口の2019年平均

は41,905人で、最も減少
した2020年4月は2019
年平均に対して-31.8％で
あった。
平日昼間の2019年平
均は34,399人で、2020
年4月は2019年平均に対
して-17.6％となっている。
2019年同月比の昼間
滞在人口を見ると、休日・

平日とも第2回緊急事態宣言の影響を受けたが、平
日は緩やかに回復し、2021年4月以降は2019年の
水準にほぼ復帰している。他方、休日は2021年にか
けて2019年の水準を回復するには至っていない。

④ 西武秩父駅周辺エリア
西武秩父駅（ﾒｯｼｭID：53397086）及び北側（同
53397096）の秩父鉄道秩父駅が含まれる。
このエリアの休日の昼間滞在人口の2019年平均
は13,120人、平日の平均は12,309人だが、第1回緊
急事態宣言前後の滞在人口は休日・平日ともに2019
年の平均を上回った。
2019年同月比の昼間
滞在人口を見ると、平日は
一貫して2019年同月比
(+)を維持しており、2割
増の月も多い。休日は同
月比(－)の月が散見され
るが、全体的には(+)と
なっている。

観光名所が市内に点在することから、秩父市全体
のFrom-Toデータは観光の実情を表しやすいと考え
られる。秩父市全体の休日昼間滞在人口は2020年4
～5月に減少し、その後はほぼ前年同月並みを維持し
ている。居住地別寄与度では、同一市内の滞在人口
への寄与度が高い。市外からの寄与度は(－)の月が
多く、観光需要の回復には至っていないと推察される
が、2020・2021年とも10月の紅葉シーズンは市外か
らの滞在人口の寄与度が(+)となっている。

 緊急事態宣言の効果
第1回と第2回の緊急事態宣言の効果を、2019年

同月比昼間滞在人口の期間中平均値で比較した。
休日は①大宮、②浦和、③川越とも第1回では滞在
人口が大きく減少したが、第2回の減少は第1回より
緩やかであった。④秩父では影響が少なかった。
平日の第1回は休日に比較して減少度合いが小さ

かった。④秩父で増加となったのはステイホームによ
る影響が大きいと考えられ、域外からの流入の減少
(－)を域外への流出の減少(+)が上回った結果であ
る。第2回は増減が弱まり効果が薄れたが、②浦和は
第1回の(－)から第2回には(+)に転じている。

人流データの活用に向けて
今回用いた人流データは携帯電話の位置情報を
利用している。緊急事態宣言下で増加した同一市区
内居住者の滞在人口はステイホームの影響が大きく、
その多くは自宅外で活動していない可能性もある。経
営・経済的な視点ではそうしたアクティブではない滞
在人口の増加にどうアクセスするかが、コロナ禍での
大きな課題であったと言えよう。
公開データの限界として、1kmメッシュはデータ単
位として大きすぎ、特性の異なるエリアの混在を許し
てしまう。From-Toデータも地域経済を捉えるにはエ
リアを絞ったカスタマイズが必要だろう。データの把
握方法や特性の理解が分析の前提となる。
そうした意味で岡山市が公開する複数の商業エリ

アの人流データ（注）は、イベントの効果測定、動向の客
観的判断を行う上で興味深い。データが得られれば、
地元自らが自身の活動を評価することもできる。利用
価値の高いデータの公開が進み、その活用が地域の
活性化に繋がることを期待したい。

コロナ禍における
埼玉県の滞在人口の変化
～人流オープンデータを用いて～ 主席研究員

宮澤 謙介

まず、1kmメッシュデータから緊急事態宣言によっ
て影響を受けたエリアを抽出する。埼玉県の第1回
緊急事態宣言期間は2020年4月7日～5月25日で
あることから、2019年4～5月の休日昼間（11時台～
14時台の平均）の滞在人口が1万人以上のメッシュ
について2020年4～5月の滞在人口の減少率を算
出した。イベント等の集客施設や大規模商業施設の
あるエリア、ターミナル駅周辺の減少率が高い。

地域別の状況
次に、商業・イベント等の特定の大型施設の影響

を過大に受けないと考えられるエリアとして、大宮、
浦和、川越に加え、川越とは性格の異なる観光地と
して秩父を加えた4エリアを見ることにする。
① 大宮駅周辺エリア
JR大宮駅西口（ﾒｯｼｭID:53396489）及び東口

（同53396580）のエリア。主な施設として、ソニック
シティ、そごう大宮店、大宮高島屋などがある。

このエリアの休日の昼間滞在人口の2019年平均
は79,093人で、最も減少した2020年4月は2019年
平均に対して-47.5％となった。
平日昼間の2019年平均は95,342人で、最も減
少した5月は2019年平均に対して-36.9％となった。
休日・平日とも2020～2021年を通して2019年の
水準には戻っていない。

●コロナ禍における埼玉県の休日昼間滞在人口減少エリア

●大宮駅周辺エリア

●浦和駅周辺エリア
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（1） 一般機械…前年を上回る
県内の一般機械（汎用機械＋生産用機械＋業務

用機械）の生産指数は、汎用機械が好調に推移し
たこともあって、昨年7～9月期まで3四半期連続で
前年を上回った。10～12月期、本年1～3月期は生
産用機械の大幅な落ち込みを受けて、一般機械の
生産も2四半期連続の前年割れとなったが、4～6月
期は生産用機械が持ち直したことで、前年比＋
11.5％と前年を上回った。本年7月についても、汎
用機械・生産用機械・業務用機械がいずれも前年を
上回っており、7～9月期を通しても、一般機械の生
産は前年を上回った模様である。
内訳をみると、汎用機械では、空気圧機器の生産

が工作機械向けやファクトリーオートメーション向け
を中心に引き続き高水準で推移している。歯車も、
自動車向けがやや弱い動きとなっているものの、省
力化機器向けや工作機械向けなどが好調で、総じ
てみれば前年を上回っている。
生産用機械では、半導体部品の不足を受けて、
全国の半導体製造装置の生産が好調に推移する
なかでも、県内の半導体製造装置については月ごと
の振れ幅の大きい動きが続いている。
業務用機械では、昨年後半から持ち直してきた医
療用機械器具は足元で若干減速しているものの、
前年の水準は上回っている。
先行きをみると、汎用機械では、空気圧機器は前
年の水準が高かったこともあって、高い伸びは見込
めないものの、引き続き工作機械向けなどを中心に
堅調に推移しよう。生産用機械では、半導体部品の
不足解消にはまだ時間を要すると見込まれることか
ら、県内の半導体製造装置も緩やかに上向いていく
とみられる。業務用機械では、医療用機械器具は引
き続き底堅く推移しよう。一般機械の生産は、引き
続き前年を上回って推移するとみられる。

ら、必要点数が増加しており、メーカーの調達意欲
は引き続き強い。家電など民生品向けは在庫が増
加しているものもみられ、調整局面にある。
電気機械の生産は、1～3月期前年比＋2.1％、4

～6月期同＋2.1％、7～9月期もプラスで推移した模
様。電気機械は県内で生産されるものは、制御機器
や計測機器など産業向けがほとんどである。県内で
生産される電気機械の多くは、生産用機械や情報
システムなどに組み込まれ海外へ輸出されることも
多い。生産用機械は海外需要が引き続き強いこと
に加え、国内でも設備投資が持ち直していることか
ら生産増の動きが続いている。データセンターなど
情報化投資も堅調なことなどから産業向けの電気
機械の生産は堅調な動きが続いている。
情報通信機械の生産は、1～3月期前年比▲8.6％、
4～6月期同▲21.3％、7～9月期も前年比マイナス
が続いたとみられる。現在県内での情報通信機械の
生産はカーナビ、カーオーディオ、業務用通信機器、
計測機器などであるが、カーナビのウエイトが大きい。
自動車の生産が半導体不足の影響などにより、減
少を続けていることから、カーナビ、カーオーディオ
などの生産が影響を受けているためとみられる。
先行きについては、自動車などに使用される製品

の生産がやや停滞気味なことから、電気機械全体
について弱含みでの推移が続くとみられる。供給制
約の問題が解決すると、自動車の電動化や電子制

減産に加え、原材料や電気料金などの高騰を製品
価格に転嫁できず利益が圧迫されている。先行きに
ついては、乗用車部品メーカーの生産は、回復方向
にはあるものの半導体不足の影響等から伸び悩み
が続くとみられる。トラックは大手完成車メーカーの
エンジン不正問題に伴う出荷停止の影響などもあり、
部品メーカーの生産は減少が続くとみられる。

（4） 鉄鋼…前年を下回る
県内の鉄鋼の生産指数は、本年1～3月期まで6
四半期連続で前年を上回ってきたが、4～6月期は
前年の伸びが＋25.2％と高かったこともあって、同
▲8.8％と7四半期ぶりに前年を下回った。本年7月
も同▲4.9％と前年を下回っており、7～9月期を通し
ても、鉄鋼の生産は前年を下回ったとみられる。
首都圏では、土木用鋼材が堅調に推移する一方、
建築用鋼材については今年に入ってやや弱い動き
になっている。鉄筋コンクリート造に使用される棒鋼
は、建設現場での組立作業を避ける傾向などもあっ
て、Ｈ型鋼に比べて低調に推移してきたが、足元で
は前年並みの水準を維持している。
首都圏の分譲マンションの着工戸数がこのところ
減少しており、病院や介護施設などの医療関連施
設の動きも一服している。物流施設は、冷凍倉庫な
どは引き続き好調だが、前年までの水準が高かった
こともあって足元では前年を下回っている。テレワー

収益面では、ロシアによるウクライナ侵攻以前か
ら特殊鋼やエンジニアリングプラスチックなどの原
材料価格が値上がりしていたが、このところの資源
価格等の上昇を受けて、コストが一段と押し上げら
れている。中小企業では販売価格への転嫁が遅れ、
収益が悪化する企業が増えている。

（2） 電気機械…生産は前年を下回る
県内の電気機械（電子部品・デバイス＋電気機械

＋情報通信機械）の生産指数は、本年1～3月期前
年比▲4.5％、4～6月期同▲10.2％と昨年4～6月
期の＋35.6％の大きな上昇から、前年比マイナスが
続いている。7～9月期もマイナスで推移した模様。
電気機械の生産は製品によって振れが大きく、この
ところの減少は情報・通信機械の減少の影響が大
きい。電子部品・デバイスは、全体として弱含みと
なっているが、使用される製品による差がみられる。
電気機械は比較的堅調に推移している。
電子部品・デバイスの生産は、1～3月期前年比
▲7.7％、4～6月期同▲8.7％、7～9月期も前年比
マイナスが続いたとみられる。自動車向け、産業機
器向けの電子部品・デバイスは供給不足を受けて、
メーカーが在庫の積み増しに動いたことから、一時
生産が大きく増加したが、現在こうした動きは落ち
着いており、足元では一服感が出ている。ただ、自動
車向け、産業機械向けは電子制御の高度化などか

御の高度化にともなう電子部品の需要増や、5Ｇ関
連やデータセンター整備に加え、防災、防犯関連な
どインフラ関連の需要増が期待される。

（3） 輸送機械…生産は前年をやや上回る
県内の乗用車販売台数（軽を含む）は、半導体不
足や部品不足の影響で減産が続き、前年割れが続
いた。9月には15カ月ぶりに増加に転じたが、前年に
海外でのロックダウン等の影響から大幅に減少した
反動増で、新型コロナ前の2019年対比では減少が
続いている。消費者の需要は堅調とみられるが、供
給面の制約が続き販売台数は低迷している。
生産動向をみると、県内の輸送機械（乗用車・ト

ラック・自動車部品等を含む）の生産指数は、昨年
10～12月期に前年比▲1.3％、本年1～3月期に同
▲13.5％と2四半期連続で減少したものの、4～6月
期は同＋6.8％と増加に転じた。半導体・部品不足
などで減産が続いたものの、県内メーカーの新型車
の発売があり3四半期ぶりに生産増となった。7～9
月期の生産も前年をやや上回ったとみられるが、コ
ロナ前の2019年比では大きく減少している。先行
きについては、県内の乗用車生産は回復の方向に
はあるものの、部品・半導体不足の影響等から伸び
悩みが続きそうだ。
トラックの生産は減少している。半導体や部品の
不足などの影響が続いており、7～9月期の生産も
減少したようだ。需要面では、都心を中心とするマ
ンションや商業施設、オフィスビルなどの再開発が
続いていることや、電子商取引（ＥＣ）の拡大で大規
模な物流施設の建設が続き、物流を支えるトラック
の需要は伸びている。トラックへの需要は根強いと
みられるが、供給面の制約が続いているため、先行
きも生産の減少が続くと予想される。
部品メーカーの生産は、乗用車は前年を上回った

が、トラックは下回ったとみられる。また、部品メー
カーでは収益面で厳しい状況が続いているようだ。

クの増加などを受けて落ち込んでいた都心部のオ
フィスは一部に動きがみられる。先行きについても、
鉄鋼の生産は前年を若干下回る水準で推移しよう。
鋼材の主原料であるスクラップの価格は、昨年か

ら急激に上昇してきたが、本年春頃に下落に転じた。
不動産投資が低迷する中国で鉄鋼の生産が減少し
たことを受けて、日本からのスクラップの輸出が落
ち込み、国内のスクラップ価格も輸出価格の低下に
引きずられた。下落に転じたスクラップ価格が足元
でやや反発しており、電気代や副資材、物流コスト
などが大幅に上昇しているものの、鉄鋼製品価格の
引き上げが進んできたこともあって、このところ鉄鋼
メーカーの収益は改善している。
鋳物は、2020年の春先にコロナ禍を受けて生産

が大幅に落ち込んだものの、その後は持ち直しを続
けてきた。2021年の春ごろにコロナ前の水準を回
復した後は、工作機械向けや建設機械向けなどを
中心に比較的底堅く推移してきたが、本年4～6月
期は前年を若干下回った。堅調な公共投資の動き
を反映して、高い水準で推移してきた鋳鉄管だが、
足元は前年並み程度の水準で推移しているようだ。
今後も、鋳物の生産は前年並み程度の水準で推
移するとみられる。収益面では、鋳物用銑鉄の価格
や電気料金の上昇が続いており、コストが大幅に押
し上げられている。製品価格の改定交渉が進めら
れているものの、思うようには進んでおらず、先行き

も収益は厳しい状況が続くとみられる。

（5） 建設…ほぼ前年並みで推移
公共工事：県内の公共工事請負金額は本年1～3月
期前年比▲21.9％、4～6月期同＋32.5％、7～9月
期同▲8.2％とやや振れがあるが、4～9月累計では
同＋14.5％と好調な推移となっている。
公共工事は受注残が多く、足元の工事量も高水
準で安定しており繁忙状況が続いている。人手の
問題などから、これ以上受注を増やすのは難しいと
するところもある。このところの鉄鋼、セメント、木材
などの資材価格の上昇については、すでに請け負っ
た工事については影響があるものの、新規受注は
価格の上乗せを行っており、価格転嫁は比較的順
調に進んでいる模様。また、資材価格の上昇は一時
に比べ収まってきている。
公共工事の内容は、建物のほか、河川、橋梁、道
路なども改修・補修工事が多く、新規の建設案件は
少ない。
先行きは、工事は当面繁忙な状況が続くとみられ

る。資材価格の高騰も落ち着いてきたことから、収
益面でも安定した推移が見込まれる。
民間工事：県内の非居住用の建築着工床面積は昨
年10～12月期に前年比＋88.4％と大きな増加と
なった後、1～3月期は同▲49.8％、4～6月期同＋
12.3％となり、7～9月もプラスで推移した模様。月毎
の振れはあるものの、民間工事は着工ベースで堅調
な動きとなっている。また、受注残は相応に確保して
おり、工事量はほぼ横ばいの推移となっている。
用途別では倉庫など、運輸業用が引き続き好調

である。商業用や宿泊・飲食サービス用も持ち直し
の動きがみられる。医療・福祉関係は堅調な動きが
続いている。引き続き、県内の工事の多くは県内業
者が請け負っており、価格面でも良好な状況が続い
ている。ただ、資材価格の上昇は収益の悪化要因と
なっている。新規案件の価格転嫁の動きは比較的

順調な模様。
先行きは、都内での受注競争が激しくなると、県

内でも競争が厳しくなる懸念もあるが、現状では大
きな影響はみられず、当面、工事量、価格面とも現
状程度で推移する見込み。
住宅：1～3月期の新設住宅着工戸数は前年比＋
11.2％、4～6月期は同＋4.5％、7～9月期も増加と
なった模様。住宅は着工戸数の増加が続いている。
マンションは、適地が少なくなっていることや、価
格の上昇による販売面の懸念から、一時販売戸数
を絞る動きがみられたが、今年に入って持ち直して
いる。現状程度の供給が需要とのバランスが取れ
ているとの認識があり、新規供給は全体としては慎
重となっているが、売れる見込みの物件については
積極的で、大型物件の販売や着工もみられる。
戸建の分譲住宅は、引き続き堅調に推移してい

る。低金利の継続や所得環境も悪くないことから、
好立地物件を中心に販売面は好調な模様であり、
土地の仕入れには各社とも積極的である。
貸家は、一時期新規着工が手控えられていたが、
持ち直しの動きが続いている。
先行きは、住宅全般について、現状から横ばい程
度の動きが予想される。このところ、木材や鉄鋼、ア
ルミなどの資材価格の上昇を、販売価格へ転嫁を
行っているが、販売価格の上昇により、販売面への
影響が懸念される。

(6） 百貨店・スーパ…百貨店の売上が回復
百貨店：7～9月期の売上は前年を上回ったようだ。
昨夏は、まん延防止等重点措置や緊急事態宣言が
出されたが、今年は行動制限がない夏となり売上を
伸ばした。しかし、新型コロナ感染拡大前の2019年
対比では減少が続いており、県内の百貨店の販売
は回復しているもののコロナ前には戻っていない。
品目別では、行動制限が緩和されたため行楽な

どの外出を楽しむ人が増え、外出関連の商品が好
調だった。スーツケースなどの旅行関連商品や外
出着、ウォーキングシューズなどの販売が堅調だっ
たことに加え、猛暑で夏物衣料や日傘・サングラス
などの服飾雑貨も好調で、外出自粛だった昨夏とは
様変わりとなった。レストランなどの飲食も大きく増
加した。物産展などの催事も好調が続いている。一
方、食料品は、行動制限のあった春までは巣ごもり
需要で堅調に推移していたが、夏場は動きが鈍った
ようだ。
高額品の販売は、引き続き堅調に推移している。
宝飾、時計、バッグ、財布などの高級ブランド品の好
調が続いている。宝飾品は、原材料価格の高騰や
円安を反映した値上げがあり、値上げ前の駆け込
み購入もあったという。富裕層が中心の外商の売上
も増加が続いている。
一方、一般の中間層の消費は弱い状況が続いて

いる。電気料金や食料品などの価格上昇で消費者
心理が悪化し、消費者は生活防衛色を強めている。
物価上昇で家計が圧迫され購買力が落ちており、
消費者の節約志向が強まっている。
先行きも、高額品の好調が続く一方で中間層は
慎重な姿勢が続く、という傾向は変わらないとみら
れる。行動制限の緩和は消費への追い風となるが、
相次ぐ値上げの動きは逆風となり、先行きの不透明
要因はなお残っている。
スーパー：7～9月期の売上は前年並みになったよう
だ。食料品の販売が前年を下回ったものの、行動制

限がない夏となり行楽用品の販売が好調だった。猛
暑の影響もあり外出着などの衣料品やくつ、バッグ
などの売れ行きも良かった。スーパーの売上は、巣
ごもり需要が一巡したため昨年初から前年割れとな
ることが多かったが、今夏は前年並みになった模様
である。新型コロナ前の2019年比でみると、売上は
増加しており堅調に推移している。
主力の食料品は、巣ごもり需要が一服し、前年比

では減少となる月が目立つようになった。お酒や冷
凍食品の売上が減少した。外出自粛で不振が続い
た衣料品は、行動制限の緩和で動きがみられるよう
になったが、2019年対比では減少しておりコロナ前
には届いていない。また、店舗に来店せずに購入で
きるネットスーパーの利用は引き続き拡大している。
懸念材料としては、相次ぐ値上げの動きがあげられ
る。食品や光熱費、ガソリンといった生活に身近な
商品などの値上げが相次ぎ、消費者の節約志向が
強まっている。
また、収益面では、スーパー、百貨店とも電気・ガス
などの光熱費の値上りが大きく、厳しい状況にある。
先行きについては、行動制限がなくなる方向にあ

り、これまでの「巣ごもり需要」「内食」から、外食や
旅行の方向へ消費傾向が変わっていくとみられる。
さらに生活必需品を中心とする物価上昇に伴う消
費マインドの冷え込みも懸念され、スーパーにとっ
ては逆風になると予想される。

資料：国土交通省「全国の人流オープンデータ・滞在人口1kmメッシュデータ」

●大宮区の休日昼間滞在人口の増減率（2019年同月比）と居住地別寄与度

資料：国土交通省「全国の人流オープンデータ・From-Toデータ」

資料：国土交通省「全国の人流オープンデータ・滞在人口1kmメッシュデータ」
（注）アプリユーザーごとに地域に応じた拡大推計を行い、メッシュ・市町村単位で人口値を

集計し、人口値を滞在時間で按分して換算人口値を算出している。
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●昼間滞在人口の推移（大宮駅周辺エリア）
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●昼間滞在人口の推移（浦和駅周辺エリア）
平日休日(千人)

119753111975311197531
2021年2020年2019年

2
0
1
9
年

休
日
平
均

2
0
1
9
年

平
日
平
均

●昼間滞在人口の推移（浦和駅周辺エリア、2019年同月＝1.0）
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2020～2021年各月の昼間滞在人口を2019年
同月との対比で推移を見ると、2020年6月以降休
日・平日とも昼間滞在人口は緩やかな回復傾向にあ
ることがわかる。しかし、休日の方が変動が大きく回
復の勢いがやや弱い。また、2021年1月7日の第2回
緊急事態宣言は、当初は休日の滞在人口に影響を
与えたが、平日はほとんど影響を受けていない。

次に、大宮区全体の休日昼間滞在人口のFrom-
Toデータをもとに、2019年同月比の推移と居住地
別寄与度を示した。対象エリアが広いため2019年
同月比は大宮駅周辺エリアと異なるが、波形は似

通っている。寄与度の合計が2019年同月比の増減
率（実線）となる。大宮区内住民の滞在人口が増え
た反面、区外からの減少は大きく、特に県外からは
2021年後半になっても戻りが遅い。大宮駅周辺エリ
アの状況を色濃く反映していると思われる。

② 浦和駅周辺エリア
JR浦和駅の北側（ﾒｯｼｭID:53396532）及び南側

（同53396522）のエリアで、伊勢丹浦和店、浦和
PARCOなどがある。
このエリアの休日の昼間
滞在人口の2019年平均は
54,328人で、最も減少した
2020年4月は2019年平均
に対して-27.6％であった。
平日昼間の2019年平均

は46,283人で、2020年4
月は2019年平均に対して
-8.0％にとどまり、6月以降
は2019年平均を上回っている。

はじめに
「人出が先週と比較して何％増加した」という報
道は人流データに基づく情報である。コロナ禍で
人々の動きが変わったこと、多種多様なデータを活
用するデータビジネスの広がりなどにより、位置情報
の活用機会が拡大している。本稿では、全国の人流
オープンデータ（国土交通省）を用いてコロナ禍にお
ける埼玉県内の人流の変化を振り返ってみたい。

大きく影響を受けたエリア
使用したオープンデータの滞在人口は、Agoop社

が作成した換算人口値（注）に基づく1か月間における
1日あたりの平均値である。

2019年同月比の昼間滞在人口では、休日は第2
回緊急事態宣言による落ち込みがあったものの、宣
言解除後は2019年の水準を取り戻している。
平日は2020年6月以降、2019年同月を上回って
増加傾向にある。居住地の性格が強い地域はステ
イホームによる滞在人口増加の寄与度が大きいと
考えられる。浦和区全体のFrom-Toデータでは、
第1回の宣言以降、平日の昼間滞在人口は区外から
の寄与度が(－)でも、区内が増加したことで2019年
同月比(+)を維持している。浦和駅周辺エリアは、区
内からの誘引を伴って平日の滞在人口を増加させた
と推測される。人流の範囲が近隣主体の様相を強
めている。

③ 本川越駅周辺エリア
西武鉄道本川越駅（ﾒｯｼｭID：53396398）及び北
側（同53397308）のエリアで、時の鐘や蔵の街並み
などの観光施設、クレアモールなどがある。
このエリアの休日の昼間滞在人口の2019年平均

は41,905人で、最も減少
した2020年4月は2019
年平均に対して-31.8％で
あった。
平日昼間の2019年平
均は34,399人で、2020
年4月は2019年平均に対
して-17.6％となっている。
2019年同月比の昼間
滞在人口を見ると、休日・

平日とも第2回緊急事態宣言の影響を受けたが、平
日は緩やかに回復し、2021年4月以降は2019年の
水準にほぼ復帰している。他方、休日は2021年にか
けて2019年の水準を回復するには至っていない。

④ 西武秩父駅周辺エリア
西武秩父駅（ﾒｯｼｭID：53397086）及び北側（同
53397096）の秩父鉄道秩父駅が含まれる。
このエリアの休日の昼間滞在人口の2019年平均
は13,120人、平日の平均は12,309人だが、第1回緊
急事態宣言前後の滞在人口は休日・平日ともに2019
年の平均を上回った。
2019年同月比の昼間
滞在人口を見ると、平日は
一貫して2019年同月比
(+)を維持しており、2割
増の月も多い。休日は同
月比(－)の月が散見され
るが、全体的には(+)と
なっている。

観光名所が市内に点在することから、秩父市全体
のFrom-Toデータは観光の実情を表しやすいと考え
られる。秩父市全体の休日昼間滞在人口は2020年4
～5月に減少し、その後はほぼ前年同月並みを維持し
ている。居住地別寄与度では、同一市内の滞在人口
への寄与度が高い。市外からの寄与度は(－)の月が
多く、観光需要の回復には至っていないと推察される
が、2020・2021年とも10月の紅葉シーズンは市外か
らの滞在人口の寄与度が(+)となっている。

 緊急事態宣言の効果
第1回と第2回の緊急事態宣言の効果を、2019年

同月比昼間滞在人口の期間中平均値で比較した。
休日は①大宮、②浦和、③川越とも第1回では滞在
人口が大きく減少したが、第2回の減少は第1回より
緩やかであった。④秩父では影響が少なかった。
平日の第1回は休日に比較して減少度合いが小さ

かった。④秩父で増加となったのはステイホームによ
る影響が大きいと考えられ、域外からの流入の減少
(－)を域外への流出の減少(+)が上回った結果であ
る。第2回は増減が弱まり効果が薄れたが、②浦和は
第1回の(－)から第2回には(+)に転じている。

人流データの活用に向けて
今回用いた人流データは携帯電話の位置情報を
利用している。緊急事態宣言下で増加した同一市区
内居住者の滞在人口はステイホームの影響が大きく、
その多くは自宅外で活動していない可能性もある。経
営・経済的な視点ではそうしたアクティブではない滞
在人口の増加にどうアクセスするかが、コロナ禍での
大きな課題であったと言えよう。
公開データの限界として、1kmメッシュはデータ単
位として大きすぎ、特性の異なるエリアの混在を許し
てしまう。From-Toデータも地域経済を捉えるにはエ
リアを絞ったカスタマイズが必要だろう。データの把
握方法や特性の理解が分析の前提となる。
そうした意味で岡山市が公開する複数の商業エリ

アの人流データ（注）は、イベントの効果測定、動向の客
観的判断を行う上で興味深い。データが得られれば、
地元自らが自身の活動を評価することもできる。利用
価値の高いデータの公開が進み、その活用が地域の
活性化に繋がることを期待したい。

コロナ禍における
埼玉県の滞在人口の変化
～人流オープンデータを用いて～ 主席研究員

宮澤 謙介

まず、1kmメッシュデータから緊急事態宣言によっ
て影響を受けたエリアを抽出する。埼玉県の第1回
緊急事態宣言期間は2020年4月7日～5月25日で
あることから、2019年4～5月の休日昼間（11時台～
14時台の平均）の滞在人口が1万人以上のメッシュ
について2020年4～5月の滞在人口の減少率を算
出した。イベント等の集客施設や大規模商業施設の
あるエリア、ターミナル駅周辺の減少率が高い。

地域別の状況
次に、商業・イベント等の特定の大型施設の影響

を過大に受けないと考えられるエリアとして、大宮、
浦和、川越に加え、川越とは性格の異なる観光地と
して秩父を加えた4エリアを見ることにする。
① 大宮駅周辺エリア
JR大宮駅西口（ﾒｯｼｭID:53396489）及び東口

（同53396580）のエリア。主な施設として、ソニック
シティ、そごう大宮店、大宮高島屋などがある。

このエリアの休日の昼間滞在人口の2019年平均
は79,093人で、最も減少した2020年4月は2019年
平均に対して-47.5％となった。
平日昼間の2019年平均は95,342人で、最も減
少した5月は2019年平均に対して-36.9％となった。
休日・平日とも2020～2021年を通して2019年の
水準には戻っていない。

●コロナ禍における埼玉県の休日昼間滞在人口減少エリア

●大宮駅周辺エリア

●浦和駅周辺エリア
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53396587
53395370
53396433
53396656
53396570
53396639
53396489
53396655
53396580
53396568
53396398
53396532
53397308
53396590
53396301
53397409
53397670
53396388
54391361
53397419
53395592
53396506
53395347

16,848
16,964
14,426
14,754
25,777
37,703
11,338
44,910
18,437
30,837
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26,307
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16,673
15,241
11,928
13,953
19,780
21,437
14,816
17,487
14,767
11,126
27,337

1,792
2,528
3,147
3,601
7,179
13,406
4,058
23,257
11,133
19,275
8,055
17,444
24,231
11,790
11,334
8,909
10,817
15,618
17,041
11,942
14,132
12,522
9,767
24,589

-89.4%
-85.1%
-78.2%
-75.6%
-72.2%
-64.4%
-64.2%
-48.2%
-39.6%
-37.5%
-36.5%
-33.7%
-30.9%
-29.3%
-25.6%
-25.3%
-22.5%
-21.0%
-20.5%
-19.4%
-19.2%
-15.2%
-12.2%
-10.1%
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メッシュ
ID

a→b
減少率

エリアに含まれる
主な施設

休日昼間の滞在人口
の平均値（人）

2019年
4～5月(a)

2020年
4～5月(b)

（1） 一般機械…前年を上回る
県内の一般機械（汎用機械＋生産用機械＋業務

用機械）の生産指数は、汎用機械が好調に推移し
たこともあって、昨年7～9月期まで3四半期連続で
前年を上回った。10～12月期、本年1～3月期は生
産用機械の大幅な落ち込みを受けて、一般機械の
生産も2四半期連続の前年割れとなったが、4～6月
期は生産用機械が持ち直したことで、前年比＋
11.5％と前年を上回った。本年7月についても、汎
用機械・生産用機械・業務用機械がいずれも前年を
上回っており、7～9月期を通しても、一般機械の生
産は前年を上回った模様である。
内訳をみると、汎用機械では、空気圧機器の生産

が工作機械向けやファクトリーオートメーション向け
を中心に引き続き高水準で推移している。歯車も、
自動車向けがやや弱い動きとなっているものの、省
力化機器向けや工作機械向けなどが好調で、総じ
てみれば前年を上回っている。
生産用機械では、半導体部品の不足を受けて、
全国の半導体製造装置の生産が好調に推移する
なかでも、県内の半導体製造装置については月ごと
の振れ幅の大きい動きが続いている。
業務用機械では、昨年後半から持ち直してきた医
療用機械器具は足元で若干減速しているものの、
前年の水準は上回っている。
先行きをみると、汎用機械では、空気圧機器は前
年の水準が高かったこともあって、高い伸びは見込
めないものの、引き続き工作機械向けなどを中心に
堅調に推移しよう。生産用機械では、半導体部品の
不足解消にはまだ時間を要すると見込まれることか
ら、県内の半導体製造装置も緩やかに上向いていく
とみられる。業務用機械では、医療用機械器具は引
き続き底堅く推移しよう。一般機械の生産は、引き
続き前年を上回って推移するとみられる。

ら、必要点数が増加しており、メーカーの調達意欲
は引き続き強い。家電など民生品向けは在庫が増
加しているものもみられ、調整局面にある。
電気機械の生産は、1～3月期前年比＋2.1％、4

～6月期同＋2.1％、7～9月期もプラスで推移した模
様。電気機械は県内で生産されるものは、制御機器
や計測機器など産業向けがほとんどである。県内で
生産される電気機械の多くは、生産用機械や情報
システムなどに組み込まれ海外へ輸出されることも
多い。生産用機械は海外需要が引き続き強いこと
に加え、国内でも設備投資が持ち直していることか
ら生産増の動きが続いている。データセンターなど
情報化投資も堅調なことなどから産業向けの電気
機械の生産は堅調な動きが続いている。
情報通信機械の生産は、1～3月期前年比▲8.6％、
4～6月期同▲21.3％、7～9月期も前年比マイナス
が続いたとみられる。現在県内での情報通信機械の
生産はカーナビ、カーオーディオ、業務用通信機器、
計測機器などであるが、カーナビのウエイトが大きい。
自動車の生産が半導体不足の影響などにより、減
少を続けていることから、カーナビ、カーオーディオ
などの生産が影響を受けているためとみられる。
先行きについては、自動車などに使用される製品

の生産がやや停滞気味なことから、電気機械全体
について弱含みでの推移が続くとみられる。供給制
約の問題が解決すると、自動車の電動化や電子制

減産に加え、原材料や電気料金などの高騰を製品
価格に転嫁できず利益が圧迫されている。先行きに
ついては、乗用車部品メーカーの生産は、回復方向
にはあるものの半導体不足の影響等から伸び悩み
が続くとみられる。トラックは大手完成車メーカーの
エンジン不正問題に伴う出荷停止の影響などもあり、
部品メーカーの生産は減少が続くとみられる。

（4） 鉄鋼…前年を下回る
県内の鉄鋼の生産指数は、本年1～3月期まで6
四半期連続で前年を上回ってきたが、4～6月期は
前年の伸びが＋25.2％と高かったこともあって、同
▲8.8％と7四半期ぶりに前年を下回った。本年7月
も同▲4.9％と前年を下回っており、7～9月期を通し
ても、鉄鋼の生産は前年を下回ったとみられる。
首都圏では、土木用鋼材が堅調に推移する一方、
建築用鋼材については今年に入ってやや弱い動き
になっている。鉄筋コンクリート造に使用される棒鋼
は、建設現場での組立作業を避ける傾向などもあっ
て、Ｈ型鋼に比べて低調に推移してきたが、足元で
は前年並みの水準を維持している。
首都圏の分譲マンションの着工戸数がこのところ
減少しており、病院や介護施設などの医療関連施
設の動きも一服している。物流施設は、冷凍倉庫な
どは引き続き好調だが、前年までの水準が高かった
こともあって足元では前年を下回っている。テレワー

収益面では、ロシアによるウクライナ侵攻以前か
ら特殊鋼やエンジニアリングプラスチックなどの原
材料価格が値上がりしていたが、このところの資源
価格等の上昇を受けて、コストが一段と押し上げら
れている。中小企業では販売価格への転嫁が遅れ、
収益が悪化する企業が増えている。

（2） 電気機械…生産は前年を下回る
県内の電気機械（電子部品・デバイス＋電気機械

＋情報通信機械）の生産指数は、本年1～3月期前
年比▲4.5％、4～6月期同▲10.2％と昨年4～6月
期の＋35.6％の大きな上昇から、前年比マイナスが
続いている。7～9月期もマイナスで推移した模様。
電気機械の生産は製品によって振れが大きく、この
ところの減少は情報・通信機械の減少の影響が大
きい。電子部品・デバイスは、全体として弱含みと
なっているが、使用される製品による差がみられる。
電気機械は比較的堅調に推移している。
電子部品・デバイスの生産は、1～3月期前年比
▲7.7％、4～6月期同▲8.7％、7～9月期も前年比
マイナスが続いたとみられる。自動車向け、産業機
器向けの電子部品・デバイスは供給不足を受けて、
メーカーが在庫の積み増しに動いたことから、一時
生産が大きく増加したが、現在こうした動きは落ち
着いており、足元では一服感が出ている。ただ、自動
車向け、産業機械向けは電子制御の高度化などか

御の高度化にともなう電子部品の需要増や、5Ｇ関
連やデータセンター整備に加え、防災、防犯関連な
どインフラ関連の需要増が期待される。

（3） 輸送機械…生産は前年をやや上回る
県内の乗用車販売台数（軽を含む）は、半導体不
足や部品不足の影響で減産が続き、前年割れが続
いた。9月には15カ月ぶりに増加に転じたが、前年に
海外でのロックダウン等の影響から大幅に減少した
反動増で、新型コロナ前の2019年対比では減少が
続いている。消費者の需要は堅調とみられるが、供
給面の制約が続き販売台数は低迷している。
生産動向をみると、県内の輸送機械（乗用車・ト

ラック・自動車部品等を含む）の生産指数は、昨年
10～12月期に前年比▲1.3％、本年1～3月期に同
▲13.5％と2四半期連続で減少したものの、4～6月
期は同＋6.8％と増加に転じた。半導体・部品不足
などで減産が続いたものの、県内メーカーの新型車
の発売があり3四半期ぶりに生産増となった。7～9
月期の生産も前年をやや上回ったとみられるが、コ
ロナ前の2019年比では大きく減少している。先行
きについては、県内の乗用車生産は回復の方向に
はあるものの、部品・半導体不足の影響等から伸び
悩みが続きそうだ。
トラックの生産は減少している。半導体や部品の
不足などの影響が続いており、7～9月期の生産も
減少したようだ。需要面では、都心を中心とするマ
ンションや商業施設、オフィスビルなどの再開発が
続いていることや、電子商取引（ＥＣ）の拡大で大規
模な物流施設の建設が続き、物流を支えるトラック
の需要は伸びている。トラックへの需要は根強いと
みられるが、供給面の制約が続いているため、先行
きも生産の減少が続くと予想される。
部品メーカーの生産は、乗用車は前年を上回った

が、トラックは下回ったとみられる。また、部品メー
カーでは収益面で厳しい状況が続いているようだ。

クの増加などを受けて落ち込んでいた都心部のオ
フィスは一部に動きがみられる。先行きについても、
鉄鋼の生産は前年を若干下回る水準で推移しよう。
鋼材の主原料であるスクラップの価格は、昨年か

ら急激に上昇してきたが、本年春頃に下落に転じた。
不動産投資が低迷する中国で鉄鋼の生産が減少し
たことを受けて、日本からのスクラップの輸出が落
ち込み、国内のスクラップ価格も輸出価格の低下に
引きずられた。下落に転じたスクラップ価格が足元
でやや反発しており、電気代や副資材、物流コスト
などが大幅に上昇しているものの、鉄鋼製品価格の
引き上げが進んできたこともあって、このところ鉄鋼
メーカーの収益は改善している。
鋳物は、2020年の春先にコロナ禍を受けて生産

が大幅に落ち込んだものの、その後は持ち直しを続
けてきた。2021年の春ごろにコロナ前の水準を回
復した後は、工作機械向けや建設機械向けなどを
中心に比較的底堅く推移してきたが、本年4～6月
期は前年を若干下回った。堅調な公共投資の動き
を反映して、高い水準で推移してきた鋳鉄管だが、
足元は前年並み程度の水準で推移しているようだ。
今後も、鋳物の生産は前年並み程度の水準で推
移するとみられる。収益面では、鋳物用銑鉄の価格
や電気料金の上昇が続いており、コストが大幅に押
し上げられている。製品価格の改定交渉が進めら
れているものの、思うようには進んでおらず、先行き

も収益は厳しい状況が続くとみられる。

（5） 建設…ほぼ前年並みで推移
公共工事：県内の公共工事請負金額は本年1～3月
期前年比▲21.9％、4～6月期同＋32.5％、7～9月
期同▲8.2％とやや振れがあるが、4～9月累計では
同＋14.5％と好調な推移となっている。
公共工事は受注残が多く、足元の工事量も高水
準で安定しており繁忙状況が続いている。人手の
問題などから、これ以上受注を増やすのは難しいと
するところもある。このところの鉄鋼、セメント、木材
などの資材価格の上昇については、すでに請け負っ
た工事については影響があるものの、新規受注は
価格の上乗せを行っており、価格転嫁は比較的順
調に進んでいる模様。また、資材価格の上昇は一時
に比べ収まってきている。
公共工事の内容は、建物のほか、河川、橋梁、道
路なども改修・補修工事が多く、新規の建設案件は
少ない。
先行きは、工事は当面繁忙な状況が続くとみられ

る。資材価格の高騰も落ち着いてきたことから、収
益面でも安定した推移が見込まれる。
民間工事：県内の非居住用の建築着工床面積は昨
年10～12月期に前年比＋88.4％と大きな増加と
なった後、1～3月期は同▲49.8％、4～6月期同＋
12.3％となり、7～9月もプラスで推移した模様。月毎
の振れはあるものの、民間工事は着工ベースで堅調
な動きとなっている。また、受注残は相応に確保して
おり、工事量はほぼ横ばいの推移となっている。
用途別では倉庫など、運輸業用が引き続き好調

である。商業用や宿泊・飲食サービス用も持ち直し
の動きがみられる。医療・福祉関係は堅調な動きが
続いている。引き続き、県内の工事の多くは県内業
者が請け負っており、価格面でも良好な状況が続い
ている。ただ、資材価格の上昇は収益の悪化要因と
なっている。新規案件の価格転嫁の動きは比較的

順調な模様。
先行きは、都内での受注競争が激しくなると、県

内でも競争が厳しくなる懸念もあるが、現状では大
きな影響はみられず、当面、工事量、価格面とも現
状程度で推移する見込み。
住宅：1～3月期の新設住宅着工戸数は前年比＋
11.2％、4～6月期は同＋4.5％、7～9月期も増加と
なった模様。住宅は着工戸数の増加が続いている。
マンションは、適地が少なくなっていることや、価
格の上昇による販売面の懸念から、一時販売戸数
を絞る動きがみられたが、今年に入って持ち直して
いる。現状程度の供給が需要とのバランスが取れ
ているとの認識があり、新規供給は全体としては慎
重となっているが、売れる見込みの物件については
積極的で、大型物件の販売や着工もみられる。
戸建の分譲住宅は、引き続き堅調に推移してい

る。低金利の継続や所得環境も悪くないことから、
好立地物件を中心に販売面は好調な模様であり、
土地の仕入れには各社とも積極的である。
貸家は、一時期新規着工が手控えられていたが、
持ち直しの動きが続いている。
先行きは、住宅全般について、現状から横ばい程
度の動きが予想される。このところ、木材や鉄鋼、ア
ルミなどの資材価格の上昇を、販売価格へ転嫁を
行っているが、販売価格の上昇により、販売面への
影響が懸念される。

(6） 百貨店・スーパ…百貨店の売上が回復
百貨店：7～9月期の売上は前年を上回ったようだ。
昨夏は、まん延防止等重点措置や緊急事態宣言が
出されたが、今年は行動制限がない夏となり売上を
伸ばした。しかし、新型コロナ感染拡大前の2019年
対比では減少が続いており、県内の百貨店の販売
は回復しているもののコロナ前には戻っていない。
品目別では、行動制限が緩和されたため行楽な

どの外出を楽しむ人が増え、外出関連の商品が好
調だった。スーツケースなどの旅行関連商品や外
出着、ウォーキングシューズなどの販売が堅調だっ
たことに加え、猛暑で夏物衣料や日傘・サングラス
などの服飾雑貨も好調で、外出自粛だった昨夏とは
様変わりとなった。レストランなどの飲食も大きく増
加した。物産展などの催事も好調が続いている。一
方、食料品は、行動制限のあった春までは巣ごもり
需要で堅調に推移していたが、夏場は動きが鈍った
ようだ。
高額品の販売は、引き続き堅調に推移している。
宝飾、時計、バッグ、財布などの高級ブランド品の好
調が続いている。宝飾品は、原材料価格の高騰や
円安を反映した値上げがあり、値上げ前の駆け込
み購入もあったという。富裕層が中心の外商の売上
も増加が続いている。
一方、一般の中間層の消費は弱い状況が続いて

いる。電気料金や食料品などの価格上昇で消費者
心理が悪化し、消費者は生活防衛色を強めている。
物価上昇で家計が圧迫され購買力が落ちており、
消費者の節約志向が強まっている。
先行きも、高額品の好調が続く一方で中間層は
慎重な姿勢が続く、という傾向は変わらないとみら
れる。行動制限の緩和は消費への追い風となるが、
相次ぐ値上げの動きは逆風となり、先行きの不透明
要因はなお残っている。
スーパー：7～9月期の売上は前年並みになったよう
だ。食料品の販売が前年を下回ったものの、行動制

限がない夏となり行楽用品の販売が好調だった。猛
暑の影響もあり外出着などの衣料品やくつ、バッグ
などの売れ行きも良かった。スーパーの売上は、巣
ごもり需要が一巡したため昨年初から前年割れとな
ることが多かったが、今夏は前年並みになった模様
である。新型コロナ前の2019年比でみると、売上は
増加しており堅調に推移している。
主力の食料品は、巣ごもり需要が一服し、前年比

では減少となる月が目立つようになった。お酒や冷
凍食品の売上が減少した。外出自粛で不振が続い
た衣料品は、行動制限の緩和で動きがみられるよう
になったが、2019年対比では減少しておりコロナ前
には届いていない。また、店舗に来店せずに購入で
きるネットスーパーの利用は引き続き拡大している。
懸念材料としては、相次ぐ値上げの動きがあげられ
る。食品や光熱費、ガソリンといった生活に身近な
商品などの値上げが相次ぎ、消費者の節約志向が
強まっている。
また、収益面では、スーパー、百貨店とも電気・ガス
などの光熱費の値上りが大きく、厳しい状況にある。
先行きについては、行動制限がなくなる方向にあ

り、これまでの「巣ごもり需要」「内食」から、外食や
旅行の方向へ消費傾向が変わっていくとみられる。
さらに生活必需品を中心とする物価上昇に伴う消
費マインドの冷え込みも懸念され、スーパーにとっ
ては逆風になると予想される。

資料：国土交通省「全国の人流オープンデータ・滞在人口1kmメッシュデータ」

●大宮区の休日昼間滞在人口の増減率（2019年同月比）と居住地別寄与度

資料：国土交通省「全国の人流オープンデータ・From-Toデータ」

資料：国土交通省「全国の人流オープンデータ・滞在人口1kmメッシュデータ」
（注）アプリユーザーごとに地域に応じた拡大推計を行い、メッシュ・市町村単位で人口値を

集計し、人口値を滞在時間で按分して換算人口値を算出している。

QGIS画像を加工

QGIS画像を加工

●昼間滞在人口の推移（大宮駅周辺エリア）
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●昼間滞在人口の推移（浦和駅周辺エリア）
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●昼間滞在人口の推移（浦和駅周辺エリア、2019年同月＝1.0）
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2020～2021年各月の昼間滞在人口を2019年
同月との対比で推移を見ると、2020年6月以降休
日・平日とも昼間滞在人口は緩やかな回復傾向にあ
ることがわかる。しかし、休日の方が変動が大きく回
復の勢いがやや弱い。また、2021年1月7日の第2回
緊急事態宣言は、当初は休日の滞在人口に影響を
与えたが、平日はほとんど影響を受けていない。

次に、大宮区全体の休日昼間滞在人口のFrom-
Toデータをもとに、2019年同月比の推移と居住地
別寄与度を示した。対象エリアが広いため2019年
同月比は大宮駅周辺エリアと異なるが、波形は似

通っている。寄与度の合計が2019年同月比の増減
率（実線）となる。大宮区内住民の滞在人口が増え
た反面、区外からの減少は大きく、特に県外からは
2021年後半になっても戻りが遅い。大宮駅周辺エリ
アの状況を色濃く反映していると思われる。

② 浦和駅周辺エリア
JR浦和駅の北側（ﾒｯｼｭID:53396532）及び南側

（同53396522）のエリアで、伊勢丹浦和店、浦和
PARCOなどがある。
このエリアの休日の昼間
滞在人口の2019年平均は
54,328人で、最も減少した
2020年4月は2019年平均
に対して-27.6％であった。
平日昼間の2019年平均

は46,283人で、2020年4
月は2019年平均に対して
-8.0％にとどまり、6月以降
は2019年平均を上回っている。

はじめに
「人出が先週と比較して何％増加した」という報
道は人流データに基づく情報である。コロナ禍で
人々の動きが変わったこと、多種多様なデータを活
用するデータビジネスの広がりなどにより、位置情報
の活用機会が拡大している。本稿では、全国の人流
オープンデータ（国土交通省）を用いてコロナ禍にお
ける埼玉県内の人流の変化を振り返ってみたい。

大きく影響を受けたエリア
使用したオープンデータの滞在人口は、Agoop社

が作成した換算人口値（注）に基づく1か月間における
1日あたりの平均値である。

2019年同月比の昼間滞在人口では、休日は第2
回緊急事態宣言による落ち込みがあったものの、宣
言解除後は2019年の水準を取り戻している。
平日は2020年6月以降、2019年同月を上回って
増加傾向にある。居住地の性格が強い地域はステ
イホームによる滞在人口増加の寄与度が大きいと
考えられる。浦和区全体のFrom-Toデータでは、
第1回の宣言以降、平日の昼間滞在人口は区外から
の寄与度が(－)でも、区内が増加したことで2019年
同月比(+)を維持している。浦和駅周辺エリアは、区
内からの誘引を伴って平日の滞在人口を増加させた
と推測される。人流の範囲が近隣主体の様相を強
めている。

③ 本川越駅周辺エリア
西武鉄道本川越駅（ﾒｯｼｭID：53396398）及び北
側（同53397308）のエリアで、時の鐘や蔵の街並み
などの観光施設、クレアモールなどがある。
このエリアの休日の昼間滞在人口の2019年平均

は41,905人で、最も減少
した2020年4月は2019
年平均に対して-31.8％で
あった。
平日昼間の2019年平
均は34,399人で、2020
年4月は2019年平均に対
して-17.6％となっている。
2019年同月比の昼間
滞在人口を見ると、休日・

平日とも第2回緊急事態宣言の影響を受けたが、平
日は緩やかに回復し、2021年4月以降は2019年の
水準にほぼ復帰している。他方、休日は2021年にか
けて2019年の水準を回復するには至っていない。

④ 西武秩父駅周辺エリア
西武秩父駅（ﾒｯｼｭID：53397086）及び北側（同
53397096）の秩父鉄道秩父駅が含まれる。
このエリアの休日の昼間滞在人口の2019年平均
は13,120人、平日の平均は12,309人だが、第1回緊
急事態宣言前後の滞在人口は休日・平日ともに2019
年の平均を上回った。
2019年同月比の昼間
滞在人口を見ると、平日は
一貫して2019年同月比
(+)を維持しており、2割
増の月も多い。休日は同
月比(－)の月が散見され
るが、全体的には(+)と
なっている。

観光名所が市内に点在することから、秩父市全体
のFrom-Toデータは観光の実情を表しやすいと考え
られる。秩父市全体の休日昼間滞在人口は2020年4
～5月に減少し、その後はほぼ前年同月並みを維持し
ている。居住地別寄与度では、同一市内の滞在人口
への寄与度が高い。市外からの寄与度は(－)の月が
多く、観光需要の回復には至っていないと推察される
が、2020・2021年とも10月の紅葉シーズンは市外か
らの滞在人口の寄与度が(+)となっている。

 緊急事態宣言の効果
第1回と第2回の緊急事態宣言の効果を、2019年

同月比昼間滞在人口の期間中平均値で比較した。
休日は①大宮、②浦和、③川越とも第1回では滞在
人口が大きく減少したが、第2回の減少は第1回より
緩やかであった。④秩父では影響が少なかった。
平日の第1回は休日に比較して減少度合いが小さ

かった。④秩父で増加となったのはステイホームによ
る影響が大きいと考えられ、域外からの流入の減少
(－)を域外への流出の減少(+)が上回った結果であ
る。第2回は増減が弱まり効果が薄れたが、②浦和は
第1回の(－)から第2回には(+)に転じている。

人流データの活用に向けて
今回用いた人流データは携帯電話の位置情報を
利用している。緊急事態宣言下で増加した同一市区
内居住者の滞在人口はステイホームの影響が大きく、
その多くは自宅外で活動していない可能性もある。経
営・経済的な視点ではそうしたアクティブではない滞
在人口の増加にどうアクセスするかが、コロナ禍での
大きな課題であったと言えよう。
公開データの限界として、1kmメッシュはデータ単
位として大きすぎ、特性の異なるエリアの混在を許し
てしまう。From-Toデータも地域経済を捉えるにはエ
リアを絞ったカスタマイズが必要だろう。データの把
握方法や特性の理解が分析の前提となる。
そうした意味で岡山市が公開する複数の商業エリ

アの人流データ（注）は、イベントの効果測定、動向の客
観的判断を行う上で興味深い。データが得られれば、
地元自らが自身の活動を評価することもできる。利用
価値の高いデータの公開が進み、その活用が地域の
活性化に繋がることを期待したい。

まず、1kmメッシュデータから緊急事態宣言によっ
て影響を受けたエリアを抽出する。埼玉県の第1回
緊急事態宣言期間は2020年4月7日～5月25日で
あることから、2019年4～5月の休日昼間（11時台～
14時台の平均）の滞在人口が1万人以上のメッシュ
について2020年4～5月の滞在人口の減少率を算
出した。イベント等の集客施設や大規模商業施設の
あるエリア、ターミナル駅周辺の減少率が高い。

地域別の状況
次に、商業・イベント等の特定の大型施設の影響

を過大に受けないと考えられるエリアとして、大宮、
浦和、川越に加え、川越とは性格の異なる観光地と
して秩父を加えた4エリアを見ることにする。
① 大宮駅周辺エリア
JR大宮駅西口（ﾒｯｼｭID:53396489）及び東口

（同53396580）のエリア。主な施設として、ソニック
シティ、そごう大宮店、大宮高島屋などがある。

このエリアの休日の昼間滞在人口の2019年平均
は79,093人で、最も減少した2020年4月は2019年
平均に対して-47.5％となった。
平日昼間の2019年平均は95,342人で、最も減
少した5月は2019年平均に対して-36.9％となった。
休日・平日とも2020～2021年を通して2019年の
水準には戻っていない。

（1） 一般機械…前年を上回る
県内の一般機械（汎用機械＋生産用機械＋業務

用機械）の生産指数は、汎用機械が好調に推移し
たこともあって、昨年7～9月期まで3四半期連続で
前年を上回った。10～12月期、本年1～3月期は生
産用機械の大幅な落ち込みを受けて、一般機械の
生産も2四半期連続の前年割れとなったが、4～6月
期は生産用機械が持ち直したことで、前年比＋
11.5％と前年を上回った。本年7月についても、汎
用機械・生産用機械・業務用機械がいずれも前年を
上回っており、7～9月期を通しても、一般機械の生
産は前年を上回った模様である。
内訳をみると、汎用機械では、空気圧機器の生産

が工作機械向けやファクトリーオートメーション向け
を中心に引き続き高水準で推移している。歯車も、
自動車向けがやや弱い動きとなっているものの、省
力化機器向けや工作機械向けなどが好調で、総じ
てみれば前年を上回っている。
生産用機械では、半導体部品の不足を受けて、
全国の半導体製造装置の生産が好調に推移する
なかでも、県内の半導体製造装置については月ごと
の振れ幅の大きい動きが続いている。
業務用機械では、昨年後半から持ち直してきた医
療用機械器具は足元で若干減速しているものの、
前年の水準は上回っている。
先行きをみると、汎用機械では、空気圧機器は前
年の水準が高かったこともあって、高い伸びは見込
めないものの、引き続き工作機械向けなどを中心に
堅調に推移しよう。生産用機械では、半導体部品の
不足解消にはまだ時間を要すると見込まれることか
ら、県内の半導体製造装置も緩やかに上向いていく
とみられる。業務用機械では、医療用機械器具は引
き続き底堅く推移しよう。一般機械の生産は、引き
続き前年を上回って推移するとみられる。

ら、必要点数が増加しており、メーカーの調達意欲
は引き続き強い。家電など民生品向けは在庫が増
加しているものもみられ、調整局面にある。
電気機械の生産は、1～3月期前年比＋2.1％、4

～6月期同＋2.1％、7～9月期もプラスで推移した模
様。電気機械は県内で生産されるものは、制御機器
や計測機器など産業向けがほとんどである。県内で
生産される電気機械の多くは、生産用機械や情報
システムなどに組み込まれ海外へ輸出されることも
多い。生産用機械は海外需要が引き続き強いこと
に加え、国内でも設備投資が持ち直していることか
ら生産増の動きが続いている。データセンターなど
情報化投資も堅調なことなどから産業向けの電気
機械の生産は堅調な動きが続いている。
情報通信機械の生産は、1～3月期前年比▲8.6％、
4～6月期同▲21.3％、7～9月期も前年比マイナス
が続いたとみられる。現在県内での情報通信機械の
生産はカーナビ、カーオーディオ、業務用通信機器、
計測機器などであるが、カーナビのウエイトが大きい。
自動車の生産が半導体不足の影響などにより、減
少を続けていることから、カーナビ、カーオーディオ
などの生産が影響を受けているためとみられる。
先行きについては、自動車などに使用される製品

の生産がやや停滞気味なことから、電気機械全体
について弱含みでの推移が続くとみられる。供給制
約の問題が解決すると、自動車の電動化や電子制

減産に加え、原材料や電気料金などの高騰を製品
価格に転嫁できず利益が圧迫されている。先行きに
ついては、乗用車部品メーカーの生産は、回復方向
にはあるものの半導体不足の影響等から伸び悩み
が続くとみられる。トラックは大手完成車メーカーの
エンジン不正問題に伴う出荷停止の影響などもあり、
部品メーカーの生産は減少が続くとみられる。

（4） 鉄鋼…前年を下回る
県内の鉄鋼の生産指数は、本年1～3月期まで6
四半期連続で前年を上回ってきたが、4～6月期は
前年の伸びが＋25.2％と高かったこともあって、同
▲8.8％と7四半期ぶりに前年を下回った。本年7月
も同▲4.9％と前年を下回っており、7～9月期を通し
ても、鉄鋼の生産は前年を下回ったとみられる。
首都圏では、土木用鋼材が堅調に推移する一方、
建築用鋼材については今年に入ってやや弱い動き
になっている。鉄筋コンクリート造に使用される棒鋼
は、建設現場での組立作業を避ける傾向などもあっ
て、Ｈ型鋼に比べて低調に推移してきたが、足元で
は前年並みの水準を維持している。
首都圏の分譲マンションの着工戸数がこのところ
減少しており、病院や介護施設などの医療関連施
設の動きも一服している。物流施設は、冷凍倉庫な
どは引き続き好調だが、前年までの水準が高かった
こともあって足元では前年を下回っている。テレワー

収益面では、ロシアによるウクライナ侵攻以前か
ら特殊鋼やエンジニアリングプラスチックなどの原
材料価格が値上がりしていたが、このところの資源
価格等の上昇を受けて、コストが一段と押し上げら
れている。中小企業では販売価格への転嫁が遅れ、
収益が悪化する企業が増えている。

（2） 電気機械…生産は前年を下回る
県内の電気機械（電子部品・デバイス＋電気機械

＋情報通信機械）の生産指数は、本年1～3月期前
年比▲4.5％、4～6月期同▲10.2％と昨年4～6月
期の＋35.6％の大きな上昇から、前年比マイナスが
続いている。7～9月期もマイナスで推移した模様。
電気機械の生産は製品によって振れが大きく、この
ところの減少は情報・通信機械の減少の影響が大
きい。電子部品・デバイスは、全体として弱含みと
なっているが、使用される製品による差がみられる。
電気機械は比較的堅調に推移している。
電子部品・デバイスの生産は、1～3月期前年比
▲7.7％、4～6月期同▲8.7％、7～9月期も前年比
マイナスが続いたとみられる。自動車向け、産業機
器向けの電子部品・デバイスは供給不足を受けて、
メーカーが在庫の積み増しに動いたことから、一時
生産が大きく増加したが、現在こうした動きは落ち
着いており、足元では一服感が出ている。ただ、自動
車向け、産業機械向けは電子制御の高度化などか

御の高度化にともなう電子部品の需要増や、5Ｇ関
連やデータセンター整備に加え、防災、防犯関連な
どインフラ関連の需要増が期待される。

（3） 輸送機械…生産は前年をやや上回る
県内の乗用車販売台数（軽を含む）は、半導体不
足や部品不足の影響で減産が続き、前年割れが続
いた。9月には15カ月ぶりに増加に転じたが、前年に
海外でのロックダウン等の影響から大幅に減少した
反動増で、新型コロナ前の2019年対比では減少が
続いている。消費者の需要は堅調とみられるが、供
給面の制約が続き販売台数は低迷している。
生産動向をみると、県内の輸送機械（乗用車・ト

ラック・自動車部品等を含む）の生産指数は、昨年
10～12月期に前年比▲1.3％、本年1～3月期に同
▲13.5％と2四半期連続で減少したものの、4～6月
期は同＋6.8％と増加に転じた。半導体・部品不足
などで減産が続いたものの、県内メーカーの新型車
の発売があり3四半期ぶりに生産増となった。7～9
月期の生産も前年をやや上回ったとみられるが、コ
ロナ前の2019年比では大きく減少している。先行
きについては、県内の乗用車生産は回復の方向に
はあるものの、部品・半導体不足の影響等から伸び
悩みが続きそうだ。
トラックの生産は減少している。半導体や部品の
不足などの影響が続いており、7～9月期の生産も
減少したようだ。需要面では、都心を中心とするマ
ンションや商業施設、オフィスビルなどの再開発が
続いていることや、電子商取引（ＥＣ）の拡大で大規
模な物流施設の建設が続き、物流を支えるトラック
の需要は伸びている。トラックへの需要は根強いと
みられるが、供給面の制約が続いているため、先行
きも生産の減少が続くと予想される。
部品メーカーの生産は、乗用車は前年を上回った

が、トラックは下回ったとみられる。また、部品メー
カーでは収益面で厳しい状況が続いているようだ。

クの増加などを受けて落ち込んでいた都心部のオ
フィスは一部に動きがみられる。先行きについても、
鉄鋼の生産は前年を若干下回る水準で推移しよう。
鋼材の主原料であるスクラップの価格は、昨年か

ら急激に上昇してきたが、本年春頃に下落に転じた。
不動産投資が低迷する中国で鉄鋼の生産が減少し
たことを受けて、日本からのスクラップの輸出が落
ち込み、国内のスクラップ価格も輸出価格の低下に
引きずられた。下落に転じたスクラップ価格が足元
でやや反発しており、電気代や副資材、物流コスト
などが大幅に上昇しているものの、鉄鋼製品価格の
引き上げが進んできたこともあって、このところ鉄鋼
メーカーの収益は改善している。
鋳物は、2020年の春先にコロナ禍を受けて生産

が大幅に落ち込んだものの、その後は持ち直しを続
けてきた。2021年の春ごろにコロナ前の水準を回
復した後は、工作機械向けや建設機械向けなどを
中心に比較的底堅く推移してきたが、本年4～6月
期は前年を若干下回った。堅調な公共投資の動き
を反映して、高い水準で推移してきた鋳鉄管だが、
足元は前年並み程度の水準で推移しているようだ。
今後も、鋳物の生産は前年並み程度の水準で推
移するとみられる。収益面では、鋳物用銑鉄の価格
や電気料金の上昇が続いており、コストが大幅に押
し上げられている。製品価格の改定交渉が進めら
れているものの、思うようには進んでおらず、先行き

も収益は厳しい状況が続くとみられる。

（5） 建設…ほぼ前年並みで推移
公共工事：県内の公共工事請負金額は本年1～3月
期前年比▲21.9％、4～6月期同＋32.5％、7～9月
期同▲8.2％とやや振れがあるが、4～9月累計では
同＋14.5％と好調な推移となっている。
公共工事は受注残が多く、足元の工事量も高水
準で安定しており繁忙状況が続いている。人手の
問題などから、これ以上受注を増やすのは難しいと
するところもある。このところの鉄鋼、セメント、木材
などの資材価格の上昇については、すでに請け負っ
た工事については影響があるものの、新規受注は
価格の上乗せを行っており、価格転嫁は比較的順
調に進んでいる模様。また、資材価格の上昇は一時
に比べ収まってきている。
公共工事の内容は、建物のほか、河川、橋梁、道
路なども改修・補修工事が多く、新規の建設案件は
少ない。
先行きは、工事は当面繁忙な状況が続くとみられ

る。資材価格の高騰も落ち着いてきたことから、収
益面でも安定した推移が見込まれる。
民間工事：県内の非居住用の建築着工床面積は昨
年10～12月期に前年比＋88.4％と大きな増加と
なった後、1～3月期は同▲49.8％、4～6月期同＋
12.3％となり、7～9月もプラスで推移した模様。月毎
の振れはあるものの、民間工事は着工ベースで堅調
な動きとなっている。また、受注残は相応に確保して
おり、工事量はほぼ横ばいの推移となっている。
用途別では倉庫など、運輸業用が引き続き好調

である。商業用や宿泊・飲食サービス用も持ち直し
の動きがみられる。医療・福祉関係は堅調な動きが
続いている。引き続き、県内の工事の多くは県内業
者が請け負っており、価格面でも良好な状況が続い
ている。ただ、資材価格の上昇は収益の悪化要因と
なっている。新規案件の価格転嫁の動きは比較的

順調な模様。
先行きは、都内での受注競争が激しくなると、県

内でも競争が厳しくなる懸念もあるが、現状では大
きな影響はみられず、当面、工事量、価格面とも現
状程度で推移する見込み。
住宅：1～3月期の新設住宅着工戸数は前年比＋
11.2％、4～6月期は同＋4.5％、7～9月期も増加と
なった模様。住宅は着工戸数の増加が続いている。
マンションは、適地が少なくなっていることや、価
格の上昇による販売面の懸念から、一時販売戸数
を絞る動きがみられたが、今年に入って持ち直して
いる。現状程度の供給が需要とのバランスが取れ
ているとの認識があり、新規供給は全体としては慎
重となっているが、売れる見込みの物件については
積極的で、大型物件の販売や着工もみられる。
戸建の分譲住宅は、引き続き堅調に推移してい

る。低金利の継続や所得環境も悪くないことから、
好立地物件を中心に販売面は好調な模様であり、
土地の仕入れには各社とも積極的である。
貸家は、一時期新規着工が手控えられていたが、
持ち直しの動きが続いている。
先行きは、住宅全般について、現状から横ばい程
度の動きが予想される。このところ、木材や鉄鋼、ア
ルミなどの資材価格の上昇を、販売価格へ転嫁を
行っているが、販売価格の上昇により、販売面への
影響が懸念される。

(6） 百貨店・スーパ…百貨店の売上が回復
百貨店：7～9月期の売上は前年を上回ったようだ。
昨夏は、まん延防止等重点措置や緊急事態宣言が
出されたが、今年は行動制限がない夏となり売上を
伸ばした。しかし、新型コロナ感染拡大前の2019年
対比では減少が続いており、県内の百貨店の販売
は回復しているもののコロナ前には戻っていない。
品目別では、行動制限が緩和されたため行楽な

どの外出を楽しむ人が増え、外出関連の商品が好
調だった。スーツケースなどの旅行関連商品や外
出着、ウォーキングシューズなどの販売が堅調だっ
たことに加え、猛暑で夏物衣料や日傘・サングラス
などの服飾雑貨も好調で、外出自粛だった昨夏とは
様変わりとなった。レストランなどの飲食も大きく増
加した。物産展などの催事も好調が続いている。一
方、食料品は、行動制限のあった春までは巣ごもり
需要で堅調に推移していたが、夏場は動きが鈍った
ようだ。
高額品の販売は、引き続き堅調に推移している。
宝飾、時計、バッグ、財布などの高級ブランド品の好
調が続いている。宝飾品は、原材料価格の高騰や
円安を反映した値上げがあり、値上げ前の駆け込
み購入もあったという。富裕層が中心の外商の売上
も増加が続いている。
一方、一般の中間層の消費は弱い状況が続いて

いる。電気料金や食料品などの価格上昇で消費者
心理が悪化し、消費者は生活防衛色を強めている。
物価上昇で家計が圧迫され購買力が落ちており、
消費者の節約志向が強まっている。
先行きも、高額品の好調が続く一方で中間層は
慎重な姿勢が続く、という傾向は変わらないとみら
れる。行動制限の緩和は消費への追い風となるが、
相次ぐ値上げの動きは逆風となり、先行きの不透明
要因はなお残っている。
スーパー：7～9月期の売上は前年並みになったよう
だ。食料品の販売が前年を下回ったものの、行動制

限がない夏となり行楽用品の販売が好調だった。猛
暑の影響もあり外出着などの衣料品やくつ、バッグ
などの売れ行きも良かった。スーパーの売上は、巣
ごもり需要が一巡したため昨年初から前年割れとな
ることが多かったが、今夏は前年並みになった模様
である。新型コロナ前の2019年比でみると、売上は
増加しており堅調に推移している。
主力の食料品は、巣ごもり需要が一服し、前年比

では減少となる月が目立つようになった。お酒や冷
凍食品の売上が減少した。外出自粛で不振が続い
た衣料品は、行動制限の緩和で動きがみられるよう
になったが、2019年対比では減少しておりコロナ前
には届いていない。また、店舗に来店せずに購入で
きるネットスーパーの利用は引き続き拡大している。
懸念材料としては、相次ぐ値上げの動きがあげられ
る。食品や光熱費、ガソリンといった生活に身近な
商品などの値上げが相次ぎ、消費者の節約志向が
強まっている。
また、収益面では、スーパー、百貨店とも電気・ガス
などの光熱費の値上りが大きく、厳しい状況にある。
先行きについては、行動制限がなくなる方向にあ

り、これまでの「巣ごもり需要」「内食」から、外食や
旅行の方向へ消費傾向が変わっていくとみられる。
さらに生活必需品を中心とする物価上昇に伴う消
費マインドの冷え込みも懸念され、スーパーにとっ
ては逆風になると予想される。

●本川越駅周辺エリア ●西武秩父駅周辺エリア

（注） https://www.city.okayama.jp/shisei/0000031965.htmlQGIS画像を加工 QGIS画像を加工

●浦和区の平日昼間滞在人口の増減率（2019年同月比）と居住地別寄与度
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●秩父市の休日昼間滞在人口の増減率（2019年同月比）と居住地別寄与度
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2020～2021年各月の昼間滞在人口を2019年
同月との対比で推移を見ると、2020年6月以降休
日・平日とも昼間滞在人口は緩やかな回復傾向にあ
ることがわかる。しかし、休日の方が変動が大きく回
復の勢いがやや弱い。また、2021年1月7日の第2回
緊急事態宣言は、当初は休日の滞在人口に影響を
与えたが、平日はほとんど影響を受けていない。

次に、大宮区全体の休日昼間滞在人口のFrom-
Toデータをもとに、2019年同月比の推移と居住地
別寄与度を示した。対象エリアが広いため2019年
同月比は大宮駅周辺エリアと異なるが、波形は似

通っている。寄与度の合計が2019年同月比の増減
率（実線）となる。大宮区内住民の滞在人口が増え
た反面、区外からの減少は大きく、特に県外からは
2021年後半になっても戻りが遅い。大宮駅周辺エリ
アの状況を色濃く反映していると思われる。

② 浦和駅周辺エリア
JR浦和駅の北側（ﾒｯｼｭID:53396532）及び南側

（同53396522）のエリアで、伊勢丹浦和店、浦和
PARCOなどがある。
このエリアの休日の昼間
滞在人口の2019年平均は
54,328人で、最も減少した
2020年4月は2019年平均
に対して-27.6％であった。
平日昼間の2019年平均

は46,283人で、2020年4
月は2019年平均に対して
-8.0％にとどまり、6月以降
は2019年平均を上回っている。

はじめに
「人出が先週と比較して何％増加した」という報
道は人流データに基づく情報である。コロナ禍で
人々の動きが変わったこと、多種多様なデータを活
用するデータビジネスの広がりなどにより、位置情報
の活用機会が拡大している。本稿では、全国の人流
オープンデータ（国土交通省）を用いてコロナ禍にお
ける埼玉県内の人流の変化を振り返ってみたい。

大きく影響を受けたエリア
使用したオープンデータの滞在人口は、Agoop社

が作成した換算人口値（注）に基づく1か月間における
1日あたりの平均値である。

2019年同月比の昼間滞在人口では、休日は第2
回緊急事態宣言による落ち込みがあったものの、宣
言解除後は2019年の水準を取り戻している。
平日は2020年6月以降、2019年同月を上回って
増加傾向にある。居住地の性格が強い地域はステ
イホームによる滞在人口増加の寄与度が大きいと
考えられる。浦和区全体のFrom-Toデータでは、
第1回の宣言以降、平日の昼間滞在人口は区外から
の寄与度が(－)でも、区内が増加したことで2019年
同月比(+)を維持している。浦和駅周辺エリアは、区
内からの誘引を伴って平日の滞在人口を増加させた
と推測される。人流の範囲が近隣主体の様相を強
めている。

③ 本川越駅周辺エリア
西武鉄道本川越駅（ﾒｯｼｭID：53396398）及び北
側（同53397308）のエリアで、時の鐘や蔵の街並み
などの観光施設、クレアモールなどがある。
このエリアの休日の昼間滞在人口の2019年平均

は41,905人で、最も減少
した2020年4月は2019
年平均に対して-31.8％で
あった。
平日昼間の2019年平
均は34,399人で、2020
年4月は2019年平均に対
して-17.6％となっている。
2019年同月比の昼間
滞在人口を見ると、休日・

平日とも第2回緊急事態宣言の影響を受けたが、平
日は緩やかに回復し、2021年4月以降は2019年の
水準にほぼ復帰している。他方、休日は2021年にか
けて2019年の水準を回復するには至っていない。

④ 西武秩父駅周辺エリア
西武秩父駅（ﾒｯｼｭID：53397086）及び北側（同
53397096）の秩父鉄道秩父駅が含まれる。
このエリアの休日の昼間滞在人口の2019年平均
は13,120人、平日の平均は12,309人だが、第1回緊
急事態宣言前後の滞在人口は休日・平日ともに2019
年の平均を上回った。
2019年同月比の昼間
滞在人口を見ると、平日は
一貫して2019年同月比
(+)を維持しており、2割
増の月も多い。休日は同
月比(－)の月が散見され
るが、全体的には(+)と
なっている。

観光名所が市内に点在することから、秩父市全体
のFrom-Toデータは観光の実情を表しやすいと考え
られる。秩父市全体の休日昼間滞在人口は2020年4
～5月に減少し、その後はほぼ前年同月並みを維持し
ている。居住地別寄与度では、同一市内の滞在人口
への寄与度が高い。市外からの寄与度は(－)の月が
多く、観光需要の回復には至っていないと推察される
が、2020・2021年とも10月の紅葉シーズンは市外か
らの滞在人口の寄与度が(+)となっている。

 緊急事態宣言の効果
第1回と第2回の緊急事態宣言の効果を、2019年

同月比昼間滞在人口の期間中平均値で比較した。
休日は①大宮、②浦和、③川越とも第1回では滞在
人口が大きく減少したが、第2回の減少は第1回より
緩やかであった。④秩父では影響が少なかった。
平日の第1回は休日に比較して減少度合いが小さ

かった。④秩父で増加となったのはステイホームによ
る影響が大きいと考えられ、域外からの流入の減少
(－)を域外への流出の減少(+)が上回った結果であ
る。第2回は増減が弱まり効果が薄れたが、②浦和は
第1回の(－)から第2回には(+)に転じている。

人流データの活用に向けて
今回用いた人流データは携帯電話の位置情報を
利用している。緊急事態宣言下で増加した同一市区
内居住者の滞在人口はステイホームの影響が大きく、
その多くは自宅外で活動していない可能性もある。経
営・経済的な視点ではそうしたアクティブではない滞
在人口の増加にどうアクセスするかが、コロナ禍での
大きな課題であったと言えよう。
公開データの限界として、1kmメッシュはデータ単
位として大きすぎ、特性の異なるエリアの混在を許し
てしまう。From-Toデータも地域経済を捉えるにはエ
リアを絞ったカスタマイズが必要だろう。データの把
握方法や特性の理解が分析の前提となる。
そうした意味で岡山市が公開する複数の商業エリ

アの人流データ（注）は、イベントの効果測定、動向の客
観的判断を行う上で興味深い。データが得られれば、
地元自らが自身の活動を評価することもできる。利用
価値の高いデータの公開が進み、その活用が地域の
活性化に繋がることを期待したい。

まず、1kmメッシュデータから緊急事態宣言によっ
て影響を受けたエリアを抽出する。埼玉県の第1回
緊急事態宣言期間は2020年4月7日～5月25日で
あることから、2019年4～5月の休日昼間（11時台～
14時台の平均）の滞在人口が1万人以上のメッシュ
について2020年4～5月の滞在人口の減少率を算
出した。イベント等の集客施設や大規模商業施設の
あるエリア、ターミナル駅周辺の減少率が高い。

地域別の状況
次に、商業・イベント等の特定の大型施設の影響

を過大に受けないと考えられるエリアとして、大宮、
浦和、川越に加え、川越とは性格の異なる観光地と
して秩父を加えた4エリアを見ることにする。
① 大宮駅周辺エリア
JR大宮駅西口（ﾒｯｼｭID:53396489）及び東口

（同53396580）のエリア。主な施設として、ソニック
シティ、そごう大宮店、大宮高島屋などがある。

このエリアの休日の昼間滞在人口の2019年平均
は79,093人で、最も減少した2020年4月は2019年
平均に対して-47.5％となった。
平日昼間の2019年平均は95,342人で、最も減
少した5月は2019年平均に対して-36.9％となった。
休日・平日とも2020～2021年を通して2019年の
水準には戻っていない。

（1） 一般機械…前年を上回る
県内の一般機械（汎用機械＋生産用機械＋業務

用機械）の生産指数は、汎用機械が好調に推移し
たこともあって、昨年7～9月期まで3四半期連続で
前年を上回った。10～12月期、本年1～3月期は生
産用機械の大幅な落ち込みを受けて、一般機械の
生産も2四半期連続の前年割れとなったが、4～6月
期は生産用機械が持ち直したことで、前年比＋
11.5％と前年を上回った。本年7月についても、汎
用機械・生産用機械・業務用機械がいずれも前年を
上回っており、7～9月期を通しても、一般機械の生
産は前年を上回った模様である。
内訳をみると、汎用機械では、空気圧機器の生産

が工作機械向けやファクトリーオートメーション向け
を中心に引き続き高水準で推移している。歯車も、
自動車向けがやや弱い動きとなっているものの、省
力化機器向けや工作機械向けなどが好調で、総じ
てみれば前年を上回っている。
生産用機械では、半導体部品の不足を受けて、
全国の半導体製造装置の生産が好調に推移する
なかでも、県内の半導体製造装置については月ごと
の振れ幅の大きい動きが続いている。
業務用機械では、昨年後半から持ち直してきた医
療用機械器具は足元で若干減速しているものの、
前年の水準は上回っている。
先行きをみると、汎用機械では、空気圧機器は前
年の水準が高かったこともあって、高い伸びは見込
めないものの、引き続き工作機械向けなどを中心に
堅調に推移しよう。生産用機械では、半導体部品の
不足解消にはまだ時間を要すると見込まれることか
ら、県内の半導体製造装置も緩やかに上向いていく
とみられる。業務用機械では、医療用機械器具は引
き続き底堅く推移しよう。一般機械の生産は、引き
続き前年を上回って推移するとみられる。

ら、必要点数が増加しており、メーカーの調達意欲
は引き続き強い。家電など民生品向けは在庫が増
加しているものもみられ、調整局面にある。
電気機械の生産は、1～3月期前年比＋2.1％、4

～6月期同＋2.1％、7～9月期もプラスで推移した模
様。電気機械は県内で生産されるものは、制御機器
や計測機器など産業向けがほとんどである。県内で
生産される電気機械の多くは、生産用機械や情報
システムなどに組み込まれ海外へ輸出されることも
多い。生産用機械は海外需要が引き続き強いこと
に加え、国内でも設備投資が持ち直していることか
ら生産増の動きが続いている。データセンターなど
情報化投資も堅調なことなどから産業向けの電気
機械の生産は堅調な動きが続いている。
情報通信機械の生産は、1～3月期前年比▲8.6％、
4～6月期同▲21.3％、7～9月期も前年比マイナス
が続いたとみられる。現在県内での情報通信機械の
生産はカーナビ、カーオーディオ、業務用通信機器、
計測機器などであるが、カーナビのウエイトが大きい。
自動車の生産が半導体不足の影響などにより、減
少を続けていることから、カーナビ、カーオーディオ
などの生産が影響を受けているためとみられる。
先行きについては、自動車などに使用される製品

の生産がやや停滞気味なことから、電気機械全体
について弱含みでの推移が続くとみられる。供給制
約の問題が解決すると、自動車の電動化や電子制

減産に加え、原材料や電気料金などの高騰を製品
価格に転嫁できず利益が圧迫されている。先行きに
ついては、乗用車部品メーカーの生産は、回復方向
にはあるものの半導体不足の影響等から伸び悩み
が続くとみられる。トラックは大手完成車メーカーの
エンジン不正問題に伴う出荷停止の影響などもあり、
部品メーカーの生産は減少が続くとみられる。

（4） 鉄鋼…前年を下回る
県内の鉄鋼の生産指数は、本年1～3月期まで6
四半期連続で前年を上回ってきたが、4～6月期は
前年の伸びが＋25.2％と高かったこともあって、同
▲8.8％と7四半期ぶりに前年を下回った。本年7月
も同▲4.9％と前年を下回っており、7～9月期を通し
ても、鉄鋼の生産は前年を下回ったとみられる。
首都圏では、土木用鋼材が堅調に推移する一方、
建築用鋼材については今年に入ってやや弱い動き
になっている。鉄筋コンクリート造に使用される棒鋼
は、建設現場での組立作業を避ける傾向などもあっ
て、Ｈ型鋼に比べて低調に推移してきたが、足元で
は前年並みの水準を維持している。
首都圏の分譲マンションの着工戸数がこのところ
減少しており、病院や介護施設などの医療関連施
設の動きも一服している。物流施設は、冷凍倉庫な
どは引き続き好調だが、前年までの水準が高かった
こともあって足元では前年を下回っている。テレワー

収益面では、ロシアによるウクライナ侵攻以前か
ら特殊鋼やエンジニアリングプラスチックなどの原
材料価格が値上がりしていたが、このところの資源
価格等の上昇を受けて、コストが一段と押し上げら
れている。中小企業では販売価格への転嫁が遅れ、
収益が悪化する企業が増えている。

（2） 電気機械…生産は前年を下回る
県内の電気機械（電子部品・デバイス＋電気機械

＋情報通信機械）の生産指数は、本年1～3月期前
年比▲4.5％、4～6月期同▲10.2％と昨年4～6月
期の＋35.6％の大きな上昇から、前年比マイナスが
続いている。7～9月期もマイナスで推移した模様。
電気機械の生産は製品によって振れが大きく、この
ところの減少は情報・通信機械の減少の影響が大
きい。電子部品・デバイスは、全体として弱含みと
なっているが、使用される製品による差がみられる。
電気機械は比較的堅調に推移している。
電子部品・デバイスの生産は、1～3月期前年比
▲7.7％、4～6月期同▲8.7％、7～9月期も前年比
マイナスが続いたとみられる。自動車向け、産業機
器向けの電子部品・デバイスは供給不足を受けて、
メーカーが在庫の積み増しに動いたことから、一時
生産が大きく増加したが、現在こうした動きは落ち
着いており、足元では一服感が出ている。ただ、自動
車向け、産業機械向けは電子制御の高度化などか

御の高度化にともなう電子部品の需要増や、5Ｇ関
連やデータセンター整備に加え、防災、防犯関連な
どインフラ関連の需要増が期待される。

（3） 輸送機械…生産は前年をやや上回る
県内の乗用車販売台数（軽を含む）は、半導体不
足や部品不足の影響で減産が続き、前年割れが続
いた。9月には15カ月ぶりに増加に転じたが、前年に
海外でのロックダウン等の影響から大幅に減少した
反動増で、新型コロナ前の2019年対比では減少が
続いている。消費者の需要は堅調とみられるが、供
給面の制約が続き販売台数は低迷している。
生産動向をみると、県内の輸送機械（乗用車・ト

ラック・自動車部品等を含む）の生産指数は、昨年
10～12月期に前年比▲1.3％、本年1～3月期に同
▲13.5％と2四半期連続で減少したものの、4～6月
期は同＋6.8％と増加に転じた。半導体・部品不足
などで減産が続いたものの、県内メーカーの新型車
の発売があり3四半期ぶりに生産増となった。7～9
月期の生産も前年をやや上回ったとみられるが、コ
ロナ前の2019年比では大きく減少している。先行
きについては、県内の乗用車生産は回復の方向に
はあるものの、部品・半導体不足の影響等から伸び
悩みが続きそうだ。
トラックの生産は減少している。半導体や部品の
不足などの影響が続いており、7～9月期の生産も
減少したようだ。需要面では、都心を中心とするマ
ンションや商業施設、オフィスビルなどの再開発が
続いていることや、電子商取引（ＥＣ）の拡大で大規
模な物流施設の建設が続き、物流を支えるトラック
の需要は伸びている。トラックへの需要は根強いと
みられるが、供給面の制約が続いているため、先行
きも生産の減少が続くと予想される。
部品メーカーの生産は、乗用車は前年を上回った

が、トラックは下回ったとみられる。また、部品メー
カーでは収益面で厳しい状況が続いているようだ。

クの増加などを受けて落ち込んでいた都心部のオ
フィスは一部に動きがみられる。先行きについても、
鉄鋼の生産は前年を若干下回る水準で推移しよう。
鋼材の主原料であるスクラップの価格は、昨年か

ら急激に上昇してきたが、本年春頃に下落に転じた。
不動産投資が低迷する中国で鉄鋼の生産が減少し
たことを受けて、日本からのスクラップの輸出が落
ち込み、国内のスクラップ価格も輸出価格の低下に
引きずられた。下落に転じたスクラップ価格が足元
でやや反発しており、電気代や副資材、物流コスト
などが大幅に上昇しているものの、鉄鋼製品価格の
引き上げが進んできたこともあって、このところ鉄鋼
メーカーの収益は改善している。
鋳物は、2020年の春先にコロナ禍を受けて生産

が大幅に落ち込んだものの、その後は持ち直しを続
けてきた。2021年の春ごろにコロナ前の水準を回
復した後は、工作機械向けや建設機械向けなどを
中心に比較的底堅く推移してきたが、本年4～6月
期は前年を若干下回った。堅調な公共投資の動き
を反映して、高い水準で推移してきた鋳鉄管だが、
足元は前年並み程度の水準で推移しているようだ。
今後も、鋳物の生産は前年並み程度の水準で推
移するとみられる。収益面では、鋳物用銑鉄の価格
や電気料金の上昇が続いており、コストが大幅に押
し上げられている。製品価格の改定交渉が進めら
れているものの、思うようには進んでおらず、先行き

も収益は厳しい状況が続くとみられる。

（5） 建設…ほぼ前年並みで推移
公共工事：県内の公共工事請負金額は本年1～3月
期前年比▲21.9％、4～6月期同＋32.5％、7～9月
期同▲8.2％とやや振れがあるが、4～9月累計では
同＋14.5％と好調な推移となっている。
公共工事は受注残が多く、足元の工事量も高水
準で安定しており繁忙状況が続いている。人手の
問題などから、これ以上受注を増やすのは難しいと
するところもある。このところの鉄鋼、セメント、木材
などの資材価格の上昇については、すでに請け負っ
た工事については影響があるものの、新規受注は
価格の上乗せを行っており、価格転嫁は比較的順
調に進んでいる模様。また、資材価格の上昇は一時
に比べ収まってきている。
公共工事の内容は、建物のほか、河川、橋梁、道
路なども改修・補修工事が多く、新規の建設案件は
少ない。
先行きは、工事は当面繁忙な状況が続くとみられ

る。資材価格の高騰も落ち着いてきたことから、収
益面でも安定した推移が見込まれる。
民間工事：県内の非居住用の建築着工床面積は昨
年10～12月期に前年比＋88.4％と大きな増加と
なった後、1～3月期は同▲49.8％、4～6月期同＋
12.3％となり、7～9月もプラスで推移した模様。月毎
の振れはあるものの、民間工事は着工ベースで堅調
な動きとなっている。また、受注残は相応に確保して
おり、工事量はほぼ横ばいの推移となっている。
用途別では倉庫など、運輸業用が引き続き好調

である。商業用や宿泊・飲食サービス用も持ち直し
の動きがみられる。医療・福祉関係は堅調な動きが
続いている。引き続き、県内の工事の多くは県内業
者が請け負っており、価格面でも良好な状況が続い
ている。ただ、資材価格の上昇は収益の悪化要因と
なっている。新規案件の価格転嫁の動きは比較的

順調な模様。
先行きは、都内での受注競争が激しくなると、県

内でも競争が厳しくなる懸念もあるが、現状では大
きな影響はみられず、当面、工事量、価格面とも現
状程度で推移する見込み。
住宅：1～3月期の新設住宅着工戸数は前年比＋
11.2％、4～6月期は同＋4.5％、7～9月期も増加と
なった模様。住宅は着工戸数の増加が続いている。
マンションは、適地が少なくなっていることや、価
格の上昇による販売面の懸念から、一時販売戸数
を絞る動きがみられたが、今年に入って持ち直して
いる。現状程度の供給が需要とのバランスが取れ
ているとの認識があり、新規供給は全体としては慎
重となっているが、売れる見込みの物件については
積極的で、大型物件の販売や着工もみられる。
戸建の分譲住宅は、引き続き堅調に推移してい

る。低金利の継続や所得環境も悪くないことから、
好立地物件を中心に販売面は好調な模様であり、
土地の仕入れには各社とも積極的である。
貸家は、一時期新規着工が手控えられていたが、
持ち直しの動きが続いている。
先行きは、住宅全般について、現状から横ばい程
度の動きが予想される。このところ、木材や鉄鋼、ア
ルミなどの資材価格の上昇を、販売価格へ転嫁を
行っているが、販売価格の上昇により、販売面への
影響が懸念される。

(6） 百貨店・スーパ…百貨店の売上が回復
百貨店：7～9月期の売上は前年を上回ったようだ。
昨夏は、まん延防止等重点措置や緊急事態宣言が
出されたが、今年は行動制限がない夏となり売上を
伸ばした。しかし、新型コロナ感染拡大前の2019年
対比では減少が続いており、県内の百貨店の販売
は回復しているもののコロナ前には戻っていない。
品目別では、行動制限が緩和されたため行楽な

どの外出を楽しむ人が増え、外出関連の商品が好
調だった。スーツケースなどの旅行関連商品や外
出着、ウォーキングシューズなどの販売が堅調だっ
たことに加え、猛暑で夏物衣料や日傘・サングラス
などの服飾雑貨も好調で、外出自粛だった昨夏とは
様変わりとなった。レストランなどの飲食も大きく増
加した。物産展などの催事も好調が続いている。一
方、食料品は、行動制限のあった春までは巣ごもり
需要で堅調に推移していたが、夏場は動きが鈍った
ようだ。
高額品の販売は、引き続き堅調に推移している。
宝飾、時計、バッグ、財布などの高級ブランド品の好
調が続いている。宝飾品は、原材料価格の高騰や
円安を反映した値上げがあり、値上げ前の駆け込
み購入もあったという。富裕層が中心の外商の売上
も増加が続いている。
一方、一般の中間層の消費は弱い状況が続いて

いる。電気料金や食料品などの価格上昇で消費者
心理が悪化し、消費者は生活防衛色を強めている。
物価上昇で家計が圧迫され購買力が落ちており、
消費者の節約志向が強まっている。
先行きも、高額品の好調が続く一方で中間層は
慎重な姿勢が続く、という傾向は変わらないとみら
れる。行動制限の緩和は消費への追い風となるが、
相次ぐ値上げの動きは逆風となり、先行きの不透明
要因はなお残っている。
スーパー：7～9月期の売上は前年並みになったよう
だ。食料品の販売が前年を下回ったものの、行動制

限がない夏となり行楽用品の販売が好調だった。猛
暑の影響もあり外出着などの衣料品やくつ、バッグ
などの売れ行きも良かった。スーパーの売上は、巣
ごもり需要が一巡したため昨年初から前年割れとな
ることが多かったが、今夏は前年並みになった模様
である。新型コロナ前の2019年比でみると、売上は
増加しており堅調に推移している。
主力の食料品は、巣ごもり需要が一服し、前年比

では減少となる月が目立つようになった。お酒や冷
凍食品の売上が減少した。外出自粛で不振が続い
た衣料品は、行動制限の緩和で動きがみられるよう
になったが、2019年対比では減少しておりコロナ前
には届いていない。また、店舗に来店せずに購入で
きるネットスーパーの利用は引き続き拡大している。
懸念材料としては、相次ぐ値上げの動きがあげられ
る。食品や光熱費、ガソリンといった生活に身近な
商品などの値上げが相次ぎ、消費者の節約志向が
強まっている。
また、収益面では、スーパー、百貨店とも電気・ガス
などの光熱費の値上りが大きく、厳しい状況にある。
先行きについては、行動制限がなくなる方向にあ

り、これまでの「巣ごもり需要」「内食」から、外食や
旅行の方向へ消費傾向が変わっていくとみられる。
さらに生活必需品を中心とする物価上昇に伴う消
費マインドの冷え込みも懸念され、スーパーにとっ
ては逆風になると予想される。

●本川越駅周辺エリア ●西武秩父駅周辺エリア

（注） https://www.city.okayama.jp/shisei/0000031965.htmlQGIS画像を加工 QGIS画像を加工

●浦和区の平日昼間滞在人口の増減率（2019年同月比）と居住地別寄与度
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●秩父市の休日昼間滞在人口の増減率（2019年同月比）と居住地別寄与度
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●緊急事態宣言の効果（昼間滞在人口2019年同月=1.0）
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